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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ラオス人民民主共和国と締結した討議議事録（R/D）

に基づき 2011 年より 5 年間の予定で技術協力「南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プロ

ジェクト」を実施しています。 

今般、本プロジェクトの中間地点を迎えたことを受け、協力期間前半における実績の確認、計

画に対する達成度の検証、評価 5 項目の観点からの評価を行うとともに、プロジェクト後半の行

動計画について検討することを目的として、2013 年 6 月 23 日から 7 月 12 日にわたって、中間レ

ビュー調査団を現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いました。 

本報告書は、同調査団によるラオス人民民主共和国政府関係者との協議及びレビュー結果等を

取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願

うものです。 

最後に、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に、改めて深い謝意を表するとともに引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 
平成 26 年 9 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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評価結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 
案件名：南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プロジェク

ト 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プログラム 

所管部署：農村開発部 協力金額（2013 年 6 月末時点）：2 億 2,900 万円 

協力期間： 
2010 年 11 月～2015 年 11 月 
（5 年間） 

先方関係機関：農林省灌漑局（DOI）、農林省農業普及組合局

（DAEC）、サバナケット県農林局事務所（PAFO）、及びサイブ

リ郡、チャンポン郡の郡農林局事務所（DAFO）、タサノ作物研

究及び種子増殖センター 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）において、農業セクターは GDP の 32％（2007
年）、労働人口の 75％（2008 年）を占める主要産業である。1990 年代の同国の国民の食糧安全

保障のための自給生産を目標とした農業政策に基づき灌漑分野では灌漑施設整備に努め、灌漑

面積は 1995 年の 2 万 5,000ha から 2004 年 10 万 ha に拡大し、1999 年には同国はコメの自給生

産を達成した。 
一方、ラオス政府予算の多くが灌漑面積の拡大に費やされたことから、灌漑スキームでは不

十分な末端水路の整備、不適切な農民組織（農民で構成された水管理グループ）の灌漑施設維

持管理能力、水料金徴収システムなどの課題を抱えていた。これら課題に対し、農林省（Ministry 
of Agriculture and Forestry：MAF）灌漑局（Department of Irrigation：DOI）は灌漑施設の財産権

だけでなく、操作管理を含む運営管理に関する権利と義務を水利組合（Water Users Association：
WUA）/水利グループ（Water Users Group：WUG）（農民で構成された水管理グループ）に移譲･

移管する「IMT（Irrigation Management Transfer）施策」を推進してきた。 
しかし、ラオス政府は WUA/WUG に技術的指導を行わなかったため、不効率な水配分、不

適切な施設維持管理と改修など、さまざまな運営管理上の問題が発生した。かかる状況を踏ま

え、ラオス政府は灌漑農業戦略（2011-2020）により現行の伝統的農業形態から商業ベースの農

業への移行を目標に掲げ、WUA/WUG が施設利用に係る水料金を徴収できるようにした。しか

しながら、同戦略においても①政府による市場情報の提供、②県農林局事務所（Provincial 
Agriculture and Forestry Office：PAFO）郡農林局事務所（District Agriculture and Forestry Office：
DAFO）の市場志向の農業に係る普及能力、③WUA/WUG の末端水路管理に係る技術能力他項

目と概念整理、④水料金の徴収システムといった課題が生じている。 
サバナケット県をはじめとする南部メコン川沿岸地域は農業に適した地域であり、立地的に

市場の潜在性は高く、WUA/WUG の理想的な形態を確立するための高いポテンシャルがある。

これら背景に基づき、JICA 技術協力プロジェクト「南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振

興プロジェクト（Participatory Irrigated Agriculture Development Project：PIAD）」（以下、本プロ

ジェクト）は①参加型による幹線水路と末端水路の整備、水管理グループへの指導、②サバナ

ケット県のモデルサイトにおける商品作物振興のための営農の改善等を通じ、県と郡の農林事

務所職員の能力向上と農民組織の強化等を図ることを目的とし、2010 年 11 月から 5 年間の予

定で開始された。 
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１－２ 協力内容（PDM Ver.2 に基づく） 

（1）上位目標：南部メコン川沿岸地域の他の灌漑地域において参加型水管理による灌漑農業

開発が採用される 
 
（2）プロジェクト目標：サバナケット県において参加型水管理による灌漑農業開発のための

政府職員、農家組織の能力が強化される 
 
（3）アウトプット： 

1．参加型水管理による灌漑農業振興のための実施体制が県事務所に組織される 
2．県及び郡職員の参加型水管理による灌漑農業開発に関する研修の実施能力が向上する

3．モデルサイトにおいて参加型灌漑農業のために農家組織の運営管理について強化され

る 
4．モデルサイトにおける主要幹線水路、2 次幹線水路の更新または改修、末端水路の建

設がなされ、農家組織によって適切に維持管理される 
5．モデルサイトにおける農家組織の能力、水路工事の進捗を踏まえて、コメ、野菜、メ

イズなどの商品作物を含む適切な営農類型が開発される 
6．農林省及びサバナケット県によって参加型灌漑農業のためのガイドラインが作成され

る 
 

（4）投入（評価時点：2013 年 6 月末） 
① 日本側 

専門家派遣：長期専門家延べ 6 名、短期専門家延ベ 9 名 
機材供与：約 2,792 万円 
在外事業強化費負担：約 5,823 万円 
研修員派遣（本邦研修）：カウンターパート（Counter Part：C/P）研修 8 名（ほか集団研

修 7 名） 
② ラオス側 

主な C/P 人材の配置：36 名 
〔中央政府：プロジェクトディレクター…DOI 次長、農林省農業普及組合局（Department 
of Agriculture Extension and Corporative, MAF：DAEC）次長、プロジェクトマネジャー…

DOI 課長、サバナケット県 15 名、チャンポン郡＋KM35 研修センター：9 名、サイブリ

郡 7 名〕 
施設提供：農林省 DOI 内の 1 室、サバナケット県の DOI 事務所内の 1 室をプロジェク

ト執務室として提供、棚机、椅子等備品を配置のほか、会議室等の利用 
C/P 人件費、ビル/施設費、電気代、水道代、諸活動費：11 億 2,460 万 5,000 キップ（1,440
万 2,378 円） 
 

  



 

iii 

２．レビュー調査団の概要 

団員

構成 
日本側 
（団長）JICA 農村開発部 技術審議役

鈴木博 
（参加型灌漑）農林水産省 農村振興局

整備部設計課 海外土地改良技術室

海外技術調整係長 横井英治 
（評価管理）JICA 農村開発部 水田地帯

第一課 主任調査役 鈴木文彦 
（評価分析）株式会社 VSOC 第二事業

部 コンサルタントグループ 白井和

子 

ラオス側 
Mr. Chanthaneth Simahano（農林省計画協力

局次長） 
Mr. Khamphone Phommaseng（農林省灌漑局

計画課課長） 
Mr. Sengchanh Phetkhounluang（農林省農業

普及組合局技術職員） 
Ms. Sayamone Vongkhamsouk（農林省計画協

力局技術職員） 
Mr. Anoulack Keomany（計画投資省国際協力

局技術職員） 

調査

期間 
2013 年 6 月 23 日〜7 月 12 日 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：サバナケット県において参加型水管理による灌漑農業開発のための

政府職員、農家組織の能力が強化される 
現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に記載され

た指標に基づく達成度合いとして本プロジェクトにより構築されるモデルが拡大する見

込みは確認されたが、数値的な達成については困難視されている。 

指 標 達成状況 

指標 1： 参加型水管理による灌漑農業

開発指針」が研修マニュアルと併せて

サバナケット県の「総合灌漑農業開発

計画」（ Integrated Irrigated Agriculture 
Development Plan：IIADP）に位置づけ

られる。 

 IIADP は今後郡により作成される予定。 
 プロジェクト期間終了またはマニュアルの作成

完了までにマニュアルの活用に関し関係機関

との協議を予定している。 

指標 2： モデルサイトにおけるコメを

含む作物の生産量が 15％増加する。 
 中間レビュー時点で野菜の生産量は 2％増加し

たと推定される1が、2012 年 9 月に水稲栽培改

善に係る技術移転を開始したことからプロジ

ェクト終了時までにコメを含む作物生産量が

15％増加する見込みは低い。今後、モデル農家、

一般農家それぞれ毎年 2％増加すると仮定する

と、プロジェクト終了時までのコメを含む作物

生産量は約 10％程度の増加と予想。 

                                                        
1 営農専門家による算出に基づく。 
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（2）アウトプットの達成度 
各アウトプットの達成状況はさまざまであるなか、特に、プロジェクトはアウトプット

4 のための活動を重点的に実施してきた。具体的にはアウトプット 1 はプロジェクトの実

施体制が構築され既に達成され、PAFO/DAFO の能力強化の点においては、特に DAFO が

調査などの業務を PAFO に代わって行うなど成長が観察されている（アウトプット 2）。ま

た、農家組織の組織規程や水利費に関する調査は開始したばかりである（アウトプット 3）。
アウトプット 4 は 2,140 名もの農家の参加者を得て灌漑水路整備が行われてきたことは特

筆すべき成果。また、営農（アウトプット 5）についてはモデル農家が 50 に近づくなど

2012 年秋から活動が活発化し、ガイドライン作成は DOI を中心に案の策定を開始してい

る（アウトプット 6）。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 
妥当性は非常に高い。プロジェクトとラオスの新灌漑法、地方分権推進政策との整合性

は高く、PAFO、DAFO 職員や農家等ターゲットグループの参加型灌漑農業に必要な能力の

向上に対するニーズにプロジェクトは応えている。 
 
（2）有効性 

有効性は中程度である。プロジェクト目標の達成は不透明な部分と肯定的な意見双方が

確認された。アウトプットのプロジェクト目標への達成への貢献については論理的には現

在も有効であるものの、現在のアウトプット指標が現状に適していないため指標の改訂が

求められる。 
 
（3）効率性 

効率性はやや低い。各アウトプットの達成度については、上述のとおり。C/P の人員不

足が活動の進捗、ひいてはアウトプットの達成に大きく影響を及ぼしている。 
 
（4）インパクト 

既にプラスのインパクトが発現している。対象県のコメを含む作物の生産量が 15％増加

する見込みは低いと推察される（指標 1）一方、参加型水管理による灌漑農業導入へのラ

オス側関係者の意欲は強い（指標 2）。ただし、かかる取り組みを採用する灌漑地域がラオ

ス政府の予算のみにより 20 に到達するかは課題が残り、検討を要す。 
 
（5）持続性 

持続性は中程度である。プラスの側面として、政策面では新灌漑法は制定されたばかり

であり、また参加型灌漑管理（Participatory Irrigation Management：PIM）も IMT の改善計

画の一環として推進される見込みである。組織面では DOI は本プロジェクトを PIM の初

のモデルと位置づけておりガイドライン普及へ強い意欲を示している。また、参加型の灌

漑整備活動を通じ農家の灌漑施設に対するオーナーシップは高まりつつあり、かつ新しい

営農の知識や技術も定着、普及する可能性が見込まれる。 
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マイナスの側面としては PAFO/DAFO の人員不足は明らかでありプロジェクト終了後も

改善される見込みは低い。財政面においても灌漑施設整備への補助金制度は存在するもの

の、主要幹線、2 次、末端水路、ポンプ等の膨大な維持管理費用を賄いきれておらず、今

後もラオス政府予算のみでは困難とみられている。 
 
３－３ 結 論 

本プロジェクトはラオス初の PIM モデルとして認識され、「参加型灌漑農業開発」の実践的

なモデル構築という高い目的を掲げている。プロジェクトの目的とその手法は農家に徐々に理

解され、また中央、県、郡の政府職員も参加型灌漑農業開発における自身の役割を徐々に認識

し果たしつつある。 
また、本プロジェクトは 2011 年の大洪水や 2012 年の病虫害発生による被害を受け、プロジ

ェクトの達成状況が期待よりも低くなった点は否めない。プロジェクトは残された期間を効果

的かつ効率的に進め、目標達成すべく、新たな灌漑法に基づき、関係者の灌漑に係る役割と責

任の変化をかんがみつつ、プロジェクトもそのデザインを柔軟に変える必要がある。 
 
３－４ 提 言 

（1）プロジェクトへの提言・提案 
 営農と農家組織強化に関する活動を加速させ、高まりつつある農家の期待に応えること

 プロジェクトの効果の持続性を担保するため、灌漑法に則り PAFO/DAFO のプロジェク

トにおける役割を少しずつ日本人専門家から移行させること 
 「PIAD モデル」（①：水管理ができる農家組織、②：高付加価値農産物を生産できる生

産グループ、③：水管理と灌漑農業のための施設が存在し、④：①や②を支援する

PAFO/DAFO、村組織が存在する地域）を関係者間で共有すること 
 上記 PIAD モデルの具現化に向け、特に灌漑分野の活動について、対象地域を絞り、オ

ンザジョブ・トレーニング（On the Job Training：OJT）を集中させ包括的な灌漑施設の

整備をめざすこと 
 高付加価値作物が栽培されている灌漑スキーム外側の農地も対象地域に含め、将来的な

水利費支払いの可能性を高めること 
 「参加型灌漑農業開発のためのガイドライン」は、その枠組みや策定スケジュールに関

する関係者間の共通認識をいち早く醸成し、かつすべての必要な関係者の巻き込みを図

りつつ参加型で作成すること 
 新灌漑法に規定されたように DAFO 職員の職務の重要性が増すなか、技術的な研修のみ

ならず英語やコンピュータといった基礎能力向上のための研修も考慮し、日本人専門家

とのコミュニケーションをさらに円滑化すること 
 
（2）ラオス政府への提言・提案 
 本プロジェクトの対象地も灌漑用ポンプの老朽化は著しく灌漑農地の減少につながっ

ている。他ドナーとの連携も視野に、かかる施設の改善を図ること 
 KM35 研修センターはプロジェクトにより改修がなされたばかりであり、高価格な機材

の設置の前に実施可能性、維持管理、プロジェクト予算等に関する慎重な検討が必要で
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ある。 
 プロジェクト C/P 及びプロジェクト後の人材不足の解消のため、「Pre-Official Staff」2の

活用を検討すること 
 

４．PDM の改訂 

中間レビューの結果を踏まえ、PDM Ver.2（付属資料２）から Ver.3（付属資料３）への改訂

を提案する。改訂に係る基本コンセプトと比較表は付属資料４のとおり。PDM 改訂に伴う PO
（活動計画書）の改訂版は第 3 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）後に開

催されるプロジェクト・マネジメント・ユニット（Project Management Unit：PMU）によって

承認されるものである。 

 

                                                        
2 ラオス政府の公務員の新規採用者には試用期間が設けられており、その間の仕事の成果、行動、組織の規則の理解度が試さ

れる。新規採用者はこの間、海外での研修を受けることが禁止され、日当のみ支給される。試用期間が終了した時点で採用

委員会が再度新規採用者の能力や仕事の成果を評価し、最終的に、①本採用、②試用期間の延長、③仮採用を中止し解雇、

いずれかの決定を上位機関に報告する（「ラオスの行政：諸外国の行政制度等に関する調査研究No.14 」2006年9月 総務省

大臣官房企画課より一部抜粋、編集）。 
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I. Outline of the Project 
Country: Lao People’s 
Democratic Republic (Lao PDR) 

Project Title: Participatory Irrigated Agriculture 
Development Project in Southern Areas Along the 
Mekong River (PIAD) 

Issue/Sector: Agriculture / Rural 
Development   

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge:  
Paddy Field Based Farming 
Area Division 1, Rural 
Development Department 

Total cost: 229 million Japanese yen (as of  June, 
2013) 

Period of Cooperation: 
November, 2010 – November, 
2015 (Five(5)years)  

Partner Country’s Implementing Organization:  
Department of Irrigation, MAF(DOI), Department of 
Agriculture Extension and Corporative (DAEC), 
Provincial Agriculture and Forestry Office(PAFO), 
District Agriculture and Forestry Office (DAFO), 
Tasano Crops Research and Seed Multiplication Center 

1-1．Background of the Project 
In Lao PDR (hereinafter ‘the GoL’), agriculture sector is one of main industries consisting 
of approximately 32% of GDP (2007) and around 75% of Labors (2008). Until end of the 
1990s, the GoL had implemented agricultural policy focusing on food self-sufficiency. In 
irrigation sub-sector, irrigation facilities had developed widely in the country which 
resulted in expansion of irrigated area from 25,000 ha in 1995 to 100,000ha in 2004. 
Consequently, the GoL achieved self-sufficiency of the rice in 1999 though there was still 
area imbalance. 
However, while majority of governmental budget had spent for expansion of irrigated area, 
irrigation scheme had problems such as insufficient development of on-farm canals, 
inadequate technical capacity of farmer’s organization (FO) on on-farm canal management 
and system of water fee collection. In order to solve these problems, the DOI started to 
introduce Irrigation Management Transfer (IMT) policy which transfers both ownership of 
irrigation facilities and duties of their management to FOs such as Water Users Association 
(WUA) / Water Users Group (WUGs).  
Due to insufficient technical guidance to WUA/WUG by the GoL, various management 
problems happened in water distribution and facility maintenance and improvement. In 
response, The GoL developed “Irrigated Agriculture Sub-sector Strategy 2011-2020” 
aiming for transferring current traditional agriculture to commercialized one so as to enable 
WUA/WUG to collect enough water fee for sustainable use of the facilities. However, 
there are a lot of challenges to attain objectives of this strategy such as, (1) Government 
support for providing market information, (2) Extension capacity of PAFO/DAFO staff on 
market oriented agriculture, (3) Insufficient technical capacity of WUA/WUG on on-farm 
canal management, and (4) System of collection of water fee.  
The area along the Southern Mekong represented by Savannakhet province has a great 
potential to realize ideal WUA/WUG because of its favorable farming condition as well as 
market potentiality based on its geographical location. Based on above background, JICA 
Technical cooperation project “PIAD” formulated aiming to develop capacity of both

Summary Result of the Mid-term Review for Technical Cooperation for 
Participatory Irrigated Agriculture Development Project in Southern Areas 

Along the Mekong River (PIAD) 
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government staff and farmers on (1) Participatory Irrigation Management as well as (2) 
Improved farming practice for promoting commercialized agriculture including rice in 
model sites in Savannakhet province. 
1-2．Project Overview 
(1)Overall Goal: Participatory Irrigated Agriculture approach is adopted in other irrigation 
areas in Southern Areas along the Mekong River. 
 
(2)Project Purpose: Capacity of government officials and farmers organizations for 
participatory irrigated agriculture is strengthened in Savannakhet Province. 
 
(3)Outputs: 
1. Implementation team for participatory irrigated agriculture development in Savannakhet 
is established at the Provincial office. 
2. The capacity of Provincial and Districts’ staff in implementing trainings on participatory 
irrigated agriculture is improved. 
3. In the model sites of the Project, the organization and management of farmers’ 
organizations (FOs) are strengthened for participatory irrigated agriculture development. 
4. Main, Secondary canal systems are renovated or improved and Tertiary canal systems in 
the model sites are constructed and properly operated and maintained by the FOs. 
5. Based on the FOs’ capacity and the progress of irrigation canal works of the model sites, 
appropriate cropping patterns including commercial crops such as rice, vegetables and 
maize are developed. 
6. “Guidelines for Participatory Irrigated Agriculture Development” is approved by the 
Ministry of Agriculture and Forestry and Savannakhet Province. 
 
(4)Inputs up to Evaluation 
Japanese side 
 Total 6 Long term experts and 9 Short term experts have been dispatched to the GoL up 

to date. 
 JPY27,920,000 was allocated as the total of provision of equipment 
 JPY58,230,000 was allocated as the total of local cost 
 8 C/Ps were dispatched for training in Japan. 
Lao PDR side 
 36 officials from Lao PDR are appointed as main C/P. 
 2 Project offices in Vientiane and Savannakhet have been provided for Japanese 

experts and project staff, as well as for project meetings. 
II. Evaluation Team 
Lao PDR 
side 

Mr. Chanthaneth Simahana, Deputy Director General, Department of Planning 
and Cooperation (DOPC), MAF 
Ms. Saysamone Vongkhamsouk, Technical Staff, DICI, DOPC, MAF 
Mr. Khamphone Phommaseng, Director of Planning Division, DOI, MAF 
Mr. Sengchanh Phetkhounluang, Technical Staff, DAEC, MAF 
Mr. Anoulack Keomany, Technical Staff, DIC, Ministry of Planning and 
Investment 

Japanese 
side 

(Team Leader) Mr. Hiroshi SUZUKI, Executive Technical Advisor to Director 
General, Rural Development Department, JICA 
(Participatory Irrigation) Mr. Eiji YOKOI, Technical Chief, Overseas Land 
Improvement Cooperation Office, Design Division, Rural Infrastructure  
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 Department, Rural Development Bureau, Ministry of Agriculture, Forestry and 
Fisheries (MAFF) 
(Evaluation Planning) Mr. Fumihiko SUZUKI, Deputy Director, Paddy Field 
Based Farming Area Division 1, Rural Development Department, JICA 
(Evaluation Analysis) Ms. Kazuko SHIRAI, Consulting Division, Second 
Business Department, VSOC Co., Ltd 

Schedule 
of survey 

June 23, 2013 to July 12, 2013  

III. Results of Evaluation 
3-1. Project Performance 
-Project Purpose  
Project Purpose: Capacity of government officials and farmers organizations for 
participatory irrigated agriculture is strengthened in Savannakhet Province. 
 

Indicator Achievement result 
1) “Guidelines for 

Participatory Irrigated 
Agriculture Development” is 
incorporated into the Integrated 
Irrigated Agriculture 
Development Plan (IIADP) of 
Savannakhet Province together 
with trainers' manuals. 

-Since IIADP will be made by District, not 
Province, this indicator is not appropriate as a 
measurement of achievement of Project Purpose. 

-It is expected that before the completion of the 
Guideline or the end of the Project, the progress of 
making Guideline will be consulted with stakeholders 
for appropriate condition for its usage. 

2) Crop production including 
rice is increased by 15% in model 
sites. 

- Vegetable production is estimated to be increased 
by 2% at the time of Mid-term Review; however, 
15 % increase of agriculture production may not be 
reached by the end of the Project, since technical 
transfer for improvement of paddy production just 
started in Sept.2012. Crop production including rice 
is estimated to be increased by approx.10% by the 
end of the Project if each model and non-model 
farmers would increase their production by 2% every 
year. 

 

 
-Outputs 
The Project has more focused on activities for the Output4 (construction and maintenance 
of irrigation facilities) so far, and the achievement varies among each Output. The Project 
established implementation team for participatory irrigated agriculture development 
(Output1), and capacity of PAFO/DAFO staff is gradually improving through TOT 
(Output2). Although the activities for strengthening FOs and survey on irrigation service 
fee (ISF) has just started (Output3), it should be regarded as notable achievement that 
2,140 farmers participated in irrigation construction works so far (Outout4). Regarding 
farming sector, the Project accelerates activities for setting up model farmers, which 
reaches nearly 33 in number, and transferring new cultivation skills for commercial crops 
since 2012 (Output5). The Project started to draft the ‘Guidelines for Participatory 
Irrigated Agriculture Development’, and shared the framework with stakeholders at PMU 
and TF meetings. 
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3-2. Summary of Evaluation Results 
1) Relevancy: Very High 
Consistency between the Project objectives and new Irrigation Law and decentralization 
policy is very high. The Project provides opportunities with PAFO, DAFO and farmers to 
improve their capacity needed for construction/rehabilitation of water canal in 
participatory manner as well as new technology for commercial crop cultivation. 
 
2) Effectiveness: Medium 
There were both positive and negative views among stakeholders identified for the 
prospect of achievement of the Project Purpose. While logicality between the Project 
Purpose and six Outputs are valid at present, it is difficult to verify causality between the 
achievement of each Output and that of the Project Purpose due to unclear indicators of 
some Outputs, and farming related activities have just started in 2012. 
 
3) Efficiency: Relatively Low 
The achievement of each Output is stated as above. The lack of C/P is largely affecting the 
progress of activities and achievement of Outputs.  
 
4) Impact: Some positive impacts are already observed. 
It is observed that the prospect of 15% increase for agriculture products including rice in 
target province is not high (indicator1). On the other hand, the GoL strongly expresses 
their will to introduce irrigated agriculture through water management with participatory 
manner (indicator 2). It is still questioned whether the new approach will be adopted in 20 
of the irrigation schemes in future. 
 
5) Sustainability: Medium 
As the positive factors, the Irrigation Law has just been publicized, and DOI expresses its 
policy in which the PIM will be promoted as a process of improvement of IMT. DOI 
regards this project as the first model of the PIM, showing a strong will to disseminate the 
guidelines to other irrigation areas along the Mekong River. Through the participation in 
the irrigation construction works, ownership of farmers is gradually enhanced. It is 
expected that new skills and knowledge of commercial farming will be maintained and 
widely spread among farmers. 
The lack of PAFO/DAFO staff is regarded as the negative factor, and it is observed that 
the situation would not change for better after the Project ends. As for financial aspect 
also, the Government’s subsidy system to irrigation facilities cannot cover all the 
maintenance expenses for main, 2nd and off-farm canals in future.  
 
3-3.Conclusion 
The Project is regarded as the first model of PIM by the GoL, aiming to establish a 
practical model for the participatory irrigated agriculture development in Lao PRD. The 
farmers in model sites are gradually aware of the Project’s objectives and approach, and 
government staff at central, provincial and district level, recognize their own roles in the 
participatory irrigated agriculture development. These factors contributed to high 
evaluation in Relevance, and resulted as positive factors in policy and institutional aspects 
for Sustainability. 
The Project experienced a large scale of flood in 2011 and outbreak of pest & disease in 
2012, which caused delay of activities and achievement of the Output goals. It is necessary 
for the Project to change the design flexibly based on the new Irrigation Law and 
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decentralization policy, while implementing its activities effectively and effectively in the 
latter half of project period. 
 
3-4. Recommendations 
(1) Recommendations and Suggestions to the Project 
 The Project should accelerate components of farming and institutional strengthening so as 

to respond to the growing expectation of the farmers. 
 The project activities should be gradually taken over to PAFO/DAFO staff based on their 

roles stipulated in the Irrigation Law to secure sustainability of project’s benefit. 
 The concept of the ‘PIAD Model’ should be shared among all the stakeholders for 

participatory irrigated agriculture development in Lao PDR. 
 In order to realize the DIAD Model, the Project should concentrate its resources into the 

specific project sites especially for the OJT of irrigation component. 
 The farmland should be recognized as target area, since in there.  
 Many model farmers cultivate highly profitable non-rice crops outside the irrigation 

scheme. By including those areas to project’s target area, the targeted farmers would have 
more chance to pay irrigation service fee in future. 

 The Project should have a common understanding of the framework and schedule for 
formulating the Guideline among the stakeholders as early as possible, and it should be 
formulated in participatory manner by widely involving stakeholders. 

 As reflection to heavier responsibility of DAFO staff regulated in the Irrigation Law, the 
Project should consider to provide them with basic skill training on computer and / or 
English language in addition to technical training.  
 

(2) Recommendation and Suggestions to the Lao Government 
 Deterioration of irrigation pumps seriously causes decrease of farm land in the target 

area. Collaboration with other infrastructure improvement project should be sought for 
recovering these pump facilities in target areas. 

 Feasibility, operation and maintenance as well as availability of project budget should 
be carefully considered before installing costly machineries in the KM35 Training 
Center. 

 Involvement of “Pre-official staff” of MAF/PAFO/DAFO in the project activities 
should be considered so as to supplement the shortage of C/Ps while and after PIAD 
project. 

 
IV. Revision of PDM Ver2 to Ver3 
Based on the result of the Mid-term review, the Review team proposed revision of 
PDMVer.2 (Annex 1) to Ver.3 (Annex 2). The concept of modification is described in 
ANNEX 3. PO related to revised version of PDM is subject to be approval in PMU held 
after the 3rd JCC. 
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第１章 中間レビューの概要 
 
１－１ 調査団の目的 

本中間レビュー調査の目的は以下のとおり。 
（1）プロジェクトの進捗を、現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM Ver.2）と活動

計画書（PO、付属資料５）を基にして確認する。 
（2）プロジェクト実施上の問題点や課題を明確にする。 
（3）PDM を見直し、必要であれば改訂を行う。 
（4）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を用いてプロジェクトの達

成の度合いを評価する。 
（5）プロジェクト目標を達成するために必要な協力期間終了時までの活動と対策について提言

を行う。 
 
１－２ 調査団の構成 

＜日本側レビューメンバー＞ 

担当業務 氏 名 所  属 派遣期間 

団長/総括 鈴木 博 JICA 農村開発部技術審議役 7 月 3 日～ 7 月 12 日 
参加型灌漑 横井 英治 農林水産省農村振興局整備部設計課 

海外土地改良技術室海外技術調整係

長 

7 月 3 日～ 7 月 12 日 

評価管理 鈴木 文彦 JICA 農村開発部水田第一課主任調査

役 
7 月 3 日～7 月 12 日 

評価分析 白井 和子 株式会社 VSOC 6 月 23 日～7 月 12 日 
 
＜ラオス人民民主共和国側レビューメンバー＞ 

Name Title Position in the Team 

Mr. Chanthaneth Simahano 
Deputy Director General, Department of 
Planning and Cooperation (DOPC), MAF 

Team Leader 

Mr. Khamphone Phommaseng Director of Planning Division, DOI, MAF Member 
Mr. Sengchanh Phetkhounluang Technical Staff, DAEC, MAF Member 
Ms. Saysamone Vongkhamsouk Technical Staff, DICI, DOPC, MAF Member 

Mr. Anoulack Keomany 
Technical Staff, DIC, Ministry of Planning 
and Investment 

Member 

 
１－３ 調査団の日程 

本調査は、2013 年 6 月 23 日から 7 月 13 日までの 21 日間、以下の日程のとおり実施された。 
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BBK：Bangkok（バンコク） 
VTE：Vientiane Capital（首都ヴィエンチャン市） 
SVK：Savannakhet（サバナケット） 

Date Mr.Hiroshi SUZUKI
Taem Leader

Mr.Fumihiko SUZUKI
Evaluation Planning

Mr.Eiji YOKOI
Participatory Irrigation

Ms.Kazuko SHIRAI
Evaluation Analysis

1 6/23 Sun  BKK (19:50) to VTE (21:00) by TG574 VTE

2 6/24 Mon

09:00  Meeting with JICA Laos Office
10:00  Meeting with PIAD Experts
11:00  Visit to DAEC
13:30  Visit to DOI (MAF), Meeting
with PIAD Experts

VTE

08:30  Meeting with DOI
VTE (13:40) to SVK (14:40) by QV205

16:00  Visit to Irrigation, extention Div. PAFO
18:30  Meeting with PIAD Express

4 6/26 Wed

08:00  Seminar on Demonstration
Survey(Farming sector)
14:00  Meeting with PIAD Experts
18:30  Meeting with PIAD Experts

SVK

5 6/27 Thu
08:30  Meeting with irrigation Div, PAFO
11:00  Model Site Survey(Champhone district)
           (Mr. Yokoi, Policy Advisor accompany)

SVK

6 6/28 Fri 08:30  Model Site Survey (Xaybouli district)
13:00  Meetings with Extension Div, PAFO SVK

7 6/29 Sat AM  Documentation
14:00 Meeting with PIAD Experts SVK

8 6/30 Sun 9:00 Drafting PDM Ver3 with PIAD Experts SVK

9 7/1 Mon

9:00 Tasano Crops Research and Seed
Multiplicaiton Center
11:30 Visiting Agriculture Div., PAFO
13:30 Visiting Irrigation Div., PAFO
15:00 Drafting PDM Ver3 with PIAD Experts

SVK

08:00  Task Force Meeting with PAFO, DAFO, Model
            Farmers
15:30  Internal meeting with PIAD Experts

SVK (17:30) to VTE (18:30) by QV206

12 7/4 Thu VTE

14 7/6 Sat Documentation SVK

15 7/7 Sun Documentation SVK

16 7/8 Mon SVK

18 7/10 Wed VTE

19 7/11 Thu VTE

20 7/12 Fri in flight

21 7/13 Sat -

11 7/3 Wed VTE

Tue

17

3 6/25

Tue7/9

7/2

Tue

 BKK (19:50) to VTE (21:00) by TG574

SVK

VTE

BKK→NRT

08:00  Visit to PAFO SVK

Documentation

08:00  Internal meeting

09:00  3rd Joint Evaluation Meeting (Revised version of PDM) (-13:00)

Accommodation

Activities

VTE
08:30  PMU Meeting (-15:00)

13 7/5 Fri SVK

08:30  Internal Meeting

10

VTE (06:00) to SVK (07:00) by QV203

SVK (17:30) to VTE (18:30) by QV206

08:30  Internal Meeting

08:00  Visit to model sites in Champhone district

08:00  Visit to model sites in Xaybouli district

09:00  JCC and Signing of M/M
13:30  Report to JICA Laos office
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PIAD：Participatory Irrigated Agriculture Development Project（南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農

業振興プロジェクト） 
DAEC：Department of Agriculture Extension and Corporative, MAF（農林省農業普及協同組合局） 
DOI：Department of Irrigation, MAF（農林省灌漑局） 
MAF：Ministry of Agriculture and Forestry（農林省） 
PAFO：Provincial Agriculture and Forestry Office（県農林局事務所） 
DAFO：District Agriculture and Forestry Office（郡農林局事務所） 
PMU：Project Management Unit（プロジェクト・マネジメント・ユニット） 
JCC：Joint Coordinating Committee (Meeting)（合同調整委員会） 
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第２章 中間レビューの方法 
 
２－１ 評価の手法 

日本側、ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）側レビューチームが合同で、「新 JICA
事業評価ガイドライン第 1 版」1に基づき、現行 PDM（PDM Ver.2）と評価 5 項目による評価手法

を用い、①プロジェクトの達成度合い、②実施プロセスの検証、③評価 5 項目（下記表－１）の

検証を行った。 
 

表－１ 評価 5 項目 

妥当性 プロジェクトのターゲットグループのニーズへの整合性、プロジェクト内容の先

方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プロジェクトの戦略やアプローチ

の妥当性に関する視点。 

有効性 プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたらされ

るかに関する視点。 

効率性 アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されているか

（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も効率的な方法を

適用しているかも必要に応じ問う。 

インパクト 上位目標の達成見込みと、プロジェクトの直接/間接的影響。また、正/負、予期

した/予期していない影響も確認する。 

持続性 プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらした影響と持続性を問う視点。 

 
２－２ 評価の方針 

2013 年 6 月 17 日に実施された本調査の対処方針に基づき、以下の点を評価方針として設定し

た。 
 プロジェクトの実績を現行版 PDM Ver.2 に沿ってまとめ確認する。 
 評価 5 項目の視点を用い、事実・根拠に基づく将来の見込みの結果としての各項目の評価

を導く。 
 5 項目のなかでも、プロジェクト目標の達成見込み（有効性）、アウトプットの達成状況と

投入との関連（効率性）、各レベルの指標などに特に着目し注意深く考察する。 
 PDM Ver.2 の論理性、指標、活動を精査し、今後のプロジェクトの円滑な事業運営に生か

すと同時に、より適切に終了時評価を行えるような PDM 改訂版作成をめざす。 
 
２－３ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

評価グリッド（付属資料６）に基づき、以下のとおり 5 項目それぞれに調査項目を設置した。

また、データ収集方法は 5 項目共通に適宜活用した。なお、調査項目、方法及び調査結果の詳細

については、付属資料６を参照されたい。 
  

                                                        
1 新 JICA 事業評価ガイドライン【実践編】第 1 版（執務要領）p.70-73 表 14「中間レビューの主な視点」（JICA 評価部、2010

年 10 月） 
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２－３－１ 調査項目 
（1）妥当性 

ラオスの政策、灌漑農業開発事業との整合性、カウンターパート（C/P：DOI 等）やタ

ーゲットグループのニーズとの合致等 
 

（2）有効性 
プロジェクト目標（サバナケット県における参加型水管理による灌漑農業開発のための

政府職員、農家組織の能力強化）の達成度の見込み、及び指標の適切性、6 つのアウトプ

ットのプロジェクト目標達成への論理的貢献、外部条件の現状等 
 

（3）効率性 
各アウトプットの達成及び指標の適切性、インプット（人材、資機材、資金）の有効活

用、他事業との連携等 
 

（4）インパクト 
上位目標の達成度及び指標の適切性、政策、ターゲットグループへの影響等 

 
（5）持続性 

政策の維持の見込み、財政面の将来的展望、体制と技術の維持普及等 
 

２－３－２ データの内容と収集方法 
情報収集方法には、プロジェクト報告書、政策文書等を用いた文献の分析、一連の議論、省、

県、郡、村（対象地区）レベルの関係政府職員等へのインタビュー（個人、グループ）、プロ

ジェクトサイト視察等が含まれる。 
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第３章 プロジェクトの達成状況 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入実績 
（1）専門家派遣 

本プロジェクトには①チーフアドバイザー/制度化、②水管理/末端水路整備、及び③業

務調整/研修計画の長期専門家が延べ 6 名派遣されている。 
また、短期専門家は①営農、②参加型灌漑施設施工管理の分野で延べ 9 名派遣されてい

る。 
 

（2）研修（本邦研修） 
これまで、8 名の C/P を参加型灌漑、施設管理、営農計画管理、参加型農業開発に関す

る C/P 研修（計 4 回）に派遣した。また、日本の土地改良区の実務に関する集団研修に 3
名、灌漑施設の維持管理に関する集団研修に 4 名参加した。研修参加後は、タスクフォー

ス会議において経験と情報の共有を図った。 
 

（3）機材供与 
これまで、車両 4 台、プロジェクト事務所 PC 等事務機器、測量機器等、1,063 品目約

2,791 万 8,000 円相当の機材を供与した。 
 

（4）在外事業強化費 
在外事業強化費として 2011 年 11 月から 2013 年 6 月末まで約 5,823 万円を日本側が負担

した。 
 

３－１－２ ラオス側投入実績 
（1）プロジェクト要員 

ラオス政府は、本プロジェクトの C/P として、プロジェクトディレクターに農林省灌漑

局（DOI）次長、DAEC 次長、プロジェクトマネジャーに同省 DOI 灌漑課長を、ほかに県

農林局灌漑課、普及課、郡農林局職員計 36 名を任命している。うち、5 名が省レベル、31
名がサバナケット県及び県内の郡レベルである。 

 
（2）施設・設備の提供 

ラオス政府は農林省 DOI 内の 1 室、サバナケット県の DOI 事務所内の 1 室を専門家執

務室として提供、また会議室等の利用もなされている。 
 
３－２ 活動の達成状況 

プロジェクトの詳細な活動は、以下のとおり実施されている。アウトプット 4（モデルサイト

の主要幹線水路、2 次幹線水路の更新または改修、末端水路の建設、農家組織による適切維持管

理）のための活動は他の活動よりも重点的に実施されてきたが、2011 年サイブリ郡を中心とした

4 カ所のモデルサイトが深刻な洪水被害を受け、主要幹線水路の補修を急ぐ必要があったこと、
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また、2012 年の雨期作の旱魃、病虫害の被害により作付けを優先させたこと等により末端水路整

備に遅れが生じた2。 
また、アウトプット 5（営農類型開発）のための活動はプロジェクト開始当初は現状把握に重

点を置き、2012 年 9 月ごろから本格的なモデル農家支援、研修、セミナーが開始されている。 
 

アウトプット 1：参加型水管理による灌漑農業振興のための実施体制が県事務所に組織される

1-1. PAFO、DAFO、Technical Service 
Center（TSC）、タサノ研究センター

の職員によってモデルサイトにおけ

る活動を実施するためのタスクフォ

ースチームを組織する。 

■ 2011 年 2 月にタスクフォース・メンバーが農林省公

式文書により正式に任命された。必要に応じて会議

を開催し、プロジェクトの進捗状況の確認、方針の

決定を行っている。なお、TSC については活動との

関連が多くないことからメンバーに含めないこと

となった。 
■ 2011 年 2 月に組織された PMU においてプロジェク

トの進捗状況をモニタリングしている（2013 年 4 月

時点で会合は第 9 回まで開催された）。 
1-2. モデルサイトの選定基準が決

定する。 
■ 2010 年 12 月にタスクフォース・メンバーでキック

オフ・ミーティングを開催し、モデルサイト選定基

準案について決定した。 
1-3. 2 郡においてベースライン調査

を実施する。 
■ 2011 年 1 月にベースライン調査を発注した。 
 

1-4. ベースライン調査結果に基づ

き、2 郡においてモデルサイトを選

定する。 

■ 2011年 3月にタスクフォース会議においてベースラ

イン調査の結果報告に基づき 2 郡に計 5地区のモデ

ルサイトを概定した。灌漑局、農業普及局の両プロ

ジェクトディレクターの承認を得て決定した。 
アウトプット 2：県及び郡職員の参加型水管理による灌漑農業開発に関する研修の実施能力が

向上する 
2-1. 県及び郡職員ために以下の

TOT（Training of Trainers）計画を策

定する。 
・農家組織の運営、強化 
・末端水路の水管理、工事、維持管

理 
・営農類型の開発 

■ 2013年 4月の PMU会議で研修計画案が作成された。

■ 研修、セミナー、ワークショップ、スタディーツア

ー、C/P 対象の本邦研修及び第三国研修の詳細は付

属資料１の ANNEX4 を参照。2013 年 6 月末までの

参加者は 550 名にのぼる。 

2-2. 研修カリキュラムと教材を作

成する。 
■ PAFO/DAFO 職員を対象とした教材を取りまとめ/精

査している。 
2-3. TOT の指導及び、研修活動・成

果のモニターを行う。 
■ PAFO/DAFO 職員を対象に、現場での実務を通じた

オンザジョブ・トレーニング（OJT）として各人の

能力状況に合わせた指導・助言を行っている。 
  

                                                        
2 灌漑整備が遅れた理由として、①会議－調査－設計－会議－建設等、プロセスが煩雑である、②農家の参加が十分得られな

い、③参加した住民は老人と子どもが多い、④建設と栽培時期が重なる、⑤収穫後から次の作付期まで時間が限られる、⑥

農家の経験不足、⑦PAFO/DAFO は研修後実地訓練がさらに必要等、詳細な分析が C/P によりなされている。（Report of past 
3 months activities, Irrigation Section, 10th PMU Meeting on 9 July, 2013, PIAD） 



 

－8－ 

アウトプット 3：モデルサイトにおいて参加型灌漑農業のために農家組織の運営管理について

強化される 
3-1. モデルサイトの農家組織にお

ける規約、役員、会計、水利費徴収

などの課題を踏まえて農家組織の強

化に関する研修計画が作成され、農

家組織に対して研修を実施する。 

■ 2013年 2月に開催した中間レビューワークショップ

において水管理組合（WUA） /水管理グループ

（WUG）代表から農民組織強化の要望が上がった。

これらの要望に基づく農民組織強化のために規約

等の基礎情報について調査中である。 
3-2. 研修カリキュラムと教材を作

成する。 
■ 2013年 4月の PMU会議で研修計画案が作成された。

■ これまで PAFO/DAFO に活用した教材についても翻

訳のうえ、農民組織のために活用する予定である。

3-3. 農家組織の管理強化について

支援を行うとともに、成果について

モニターを行う。 

■ PAFO/DAFO による農民組織の情報収集を支援する

予定である。 
■ 研修会最後の参加者の状況変化のモニタリングを

2014 年 4 月以降に実施する予定である。 
アウトプット 4：モデルサイトにおける主要幹線水路、2 次幹線水路の更新または改修、末端

水路の建設がなされ、農家組織によって適切に維持管理される 
4-1. モデルサイトにおいて①水管

理、②主要幹線水路、2 次幹線水路、

末端水路の建設及び運営・維持管理

について、研修計画を作成するとと

もに農民組織に対して研修を実施す

る。 

■ 2013年 2月に開催した中間レビューワークショップ

においてこれまでの活動の課題が農民組織から出

され、活動の見直しを実施している。 

4-2. 研修カリキュラムと教材を作

成する。 
■ 2013 年 4 月の PMU 会議で研修計画案を作成した。

■ 研修教材を PAFO/DAFO 職員向けにラオス語に翻訳

し、農民向け研修に活用している。 
■ 農民参加型で末端水路等を整備してきており、この

一連の過程についても OJT 教材として農民の能力

向上に活用している。 
4-3. 水路工事を含めて農家組織が

実施する活動を支援するとともに成

果についてモニターを行う。 

■ 農民組織に対し灌漑に係る支援を以下のとおり実

施している。 
 KM35 研修センターの改修（2011 年 6 月）後、

WUA/WUG や灌漑農家への研修場所として活用。 
 モデルサイトの航空写真データを加工して従来なか

ったモデルサイトの灌漑全体平面図を作成（2011 年

7 月）。 
 ポントーン・ドンニェン地区のスイ貯水池の堤防補

強（土のう積み）にプロジェクトも参加。工事作業

機材を貸与（2011 年 8 月）。 
 各モデル地区で実施される工事についてプロジェク

トから工事資材や機材を供与。 
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アウトプット 5：モデルサイトにおける農家組織の能力、水路工事の進捗を踏まえて、コメ、

野菜、メイズなどの商品作物を含む適切な営農類型が開発される 
5-1. モデルサイトにおける営農類

型の現状把握と改善を行う。 
■ 2011 年 5 月からモデルサイトの農家を対象にイネ、

野菜の現況調査及び意向調査を実施した。その結

果、野菜に関し 5 カ所のモデルサイトで 3 類型に分

類された。 
■ サバナケットを中心とする野菜の流通についての

調査を行ったことで、市場への出荷が改善され、農

家の生産意欲が高くなりつつある。 
5-2. 乾期の作物生産や収穫後など

を含めて、展示圃を活用して営農類

型の開発について研修計画を作成す

るとともに農家組織向けの研修を実

施する。 

■ 2011 年 7～8 月に 5 つのモデルサイトの WUA/WUG
代表者に対するワークショップで商品作物栽培の

ための展示圃が農民により選定された。 
■ 2012 年から雨期作のイネ、乾期作での野菜、ゴマ、

ダイズ、緑豆、イネの展示圃などの設置を開始した。

設置者をモデル農家と位置づけ、研修コースと巡回

により集中的な指導を行っている。 
5-3. 新たな営農類型を試験的に実

践する農家組織を支援するととも

に、活動状況と成果についてモニタ

ーを行う。 

■ 農民組織に対し営農に係る支援を以下のとおり実

施した。 
 KM35 農業支援センターの改修を行い、WUA/WUG

や灌漑農家への研修場所として活用している。 
 営農関係の研修はセミナー、講習会、スタディーツ

アーなど各種のプログラムを開催。農民の営農、特

に換金作物栽培への関心が高まっている。 
アウトプット 6：農林省及びサバナケット県によって参加型灌漑農業のためのガイドラインが

作成される 
6-1. 県及び郡職員向けの農民組織

指導マニュアル（「農民組織強化」「水

管理、末端水路整備及び維持管理」

「営農類型改善」等）を作成する。

■ 水路整備について各種工法に関するマニュアル案

を一部策定した。 

6-2. 「参加型水管理による灌漑農業

開発指針」を作成する。 
■ 参加型水路整備に係る技術マニュアルを作成中で

ある。 
6-3. 「参加型水管理による灌漑農業

開発」に関するワークショップを開

催する。 

■ 2012年 2月に中間レビューのためのワークショップ

を開催した。 
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３－３ アウトプットの達成状況 

PDM Ver.2 で示された指標に基づく 6 つのアウトプットの達成状況は以下のとおり。 
アウトプット 1 
参加型水管理による灌漑

農業振興のための実施体

制が県事務所に組織され

る 

1-1）タスクフォースチームが設置され、農林省に承認される。 
2011 年 2 月にタスクフォース・メンバーが農林省公式文書により正

式に任命された。必要に応じて会議を開催し、プロジェクトの進捗

状況の確認、方針の決定を行っている。 
1-2）5 モデルサイトが選定され農林省に承認される。 
2011 年 3 月にタスクフォース会議においてベースライン調査の結

果報告に基づき 2 郡に計 5 地区のモデルサイトを概定した。灌漑局、

農業普及局の両プロジェクトディレクターの承認を得て決定した。

1-3）JCC において PDM、PO、モニタリング計画が承認される。 
■ 2011 年 7 月に第 1 回 JCC を開催（ヴィエンチャン）。PDM、PO、

プロジェクトの運営・管理体制、2011 年度の活動計画について

承認された。 
■ 2012 年 7 月に第 2 回 JCC を開催（サバナケット）。幹線水路の

修復・改修についてもプロジェクトの対象とするための PDM
の改訂が承認された。 

アウトプット 2 
県及び郡職員の参加型水

管理による灌漑農業開発

に関する研修の実施能力

が向上する 

2-1）TOT 実施後に、参加型灌漑農業の理解度テストで PAFO、DAFO
職員の点数が増加する。 
中間レビュー時点では理解度テストは未実施であった。 
2-2）TOT に参加する PAFO、DAFO 職員の数が増加する。 
TOT に参加した PAFO は増加している。また DAFO では C/P 人員は

増員予定。 
2-3）自ら研修を受けた農家、TOT に参加した PAFO、DAFO 職員か

ら指導を受けた農家の理解度テストの点数が増加する。 
中間レビュー時点では理解度テストは未実施であった。 

アウトプット 3 
モデルサイトにおいて参

加型灌漑農業のために農

家組織の運営管理につい

て強化される 

3-1）研修後の農家の理解度テストの点数が増加する。 
中間レビュー時点では理解度テストは未実施であった。 
3-2）農家組織のメンバー自らが組織規約等についての改定や、組

織改善を行う。 
■ 規約が存在している農家組織（WUA/WUG）については 2013

年 5 月にプロジェクトで収集を開始し、改善点を見いだすため

内容を分析する。 
■ 現時点で規約等が存在していない組織については策定される

ようにするなど改善に向けてプロジェクトから DAFO、

WUA/WUG への働きかけを行う予定。 
■ 2013 年 11 月には水管理組織強化の短期専門家の招へいを予

定。 
3-3）水利費の徴収率が 5％改善される。 
■ 水利費の徴収率をはじめとする農家組織（WUA/WUG）の情報

収集のため、2013 年 5 月から各モデルサイトで委員会の設置を

準備中である。 
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■ 今後、水利費徴収の現状とその問題点を明らかにするととも

に、改善方策を検討する。 
3-4）水利費徴収に係る会計報告も含め農家組織会合の開催数が増

加する。 
現状の農家組織会合の開催数が把握できていない。現状を把握する

とともに適切な会合がもたれるように指導・助言を行っていく必要

がある。 
アウトプット 4 
モデルサイトにおける主

要幹線水路、2 次幹線水

路の更新または改修、末

端水路の建設がなされ、

農家組織によって適切に

維持管理される 

4-1）可能な限り多くの農家が主要幹線水路、2 次幹線水路の更新ま

たは改修、末端水路の建設工事に無償で参加している。 
これまで水路の各種工事の実施にあたっては各地区において可能

な範囲で多くの農家が工事に無償で参加している（延べ 2,140 名、

うち女性 436 名）。 
4-2）研修後、幹線水路及び末端水路の改修など参加型事業の必要

性について農家の理解度テストの点数が増加する。 
■ 参加型事業の必要性については各モデルサイトでの工事実施

前に説明し、農家の理解を得ている。 
■ 農家の理解度テストについては未実施である。 
4-3）農家参加型工事により末端水路が新たに 5,000m 整備される。

プロジェクト開始時から中間レビュー時点での水路整備済み延長

は、4 地区で幹線水路修復・末端水路整備を合わせて延べ 1,588m と

なっている。 
4-4）農家による参加型の水路改修工事、水管理を通じて灌漑面積

が 5％増加する。 
各モデルサイトにおいて乾期における灌漑面積を把握する必要が

ある。 
今後、農家組織（WUA/WUG）からの聞き取り調査を実施して灌漑

面積の経年変化を把握する。 
4-5）水利費の徴収率が以前と比較して 10％増加する。 
アウトプット指標 3-3 と同様。 

アウトプット 5 
モデルサイトにおける農

家組織の能力、水路工事

の進捗を踏まえて、コメ、

野菜、メイズなどの商品

作物を含む適切な営農類

型が開発される 

5-1）研修後、農家の商品作物の栽培に関する理解度テストの点数

が改善される。 
ベースラインとしてのスコアを取らずに 2年半経過したため比較は

できない。しかし農家の商品作物生産への理解は確実に高まってい

る。例えば、2012 年 6 月の聞き取りでは、「プロジェクトが奨励し

たトウガラシを生産したが販売できない、プロジェクトで販売先を

探してほしい」との要望が出た。しかし 10 月に農民の市場視察を

行ったあとはそのような要望はなくなり、販売が容易になったため

生産も順調に行われている。 
5-2）開発された営農類型を試験的に導入する農家が 50 戸に増加する。

現在 33 軒のモデル農家が設置され、プロジェクトから研修会参加

と巡回による集中的な指導を行っている。これら農家は主に展示圃

を設置しておりモデル地区内での一般農家への波及効果が期待さ

れる。また、プロジェクト終了時以前に 50 戸以上に達する見込み

と考えられる。 
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アウトプット 6 
農林省及びサバナケット

県によって参加型灌漑農

業のためのガイドライン

が作成される 

6-1）アウトプット 2、3、4、5 が評価、編集される。 
中間レビュー時点では当該活動はまだ実施されていない。 
6-2）農家組織の能力強化、農家による水管理、末端水路整備、商

品作物の営農類型の開発を指導する PAFO、DAFO の指導者向けマ

ニュアル案が作成される。 
水路整備について各種工法に関するマニュアル案が一部策定され

た。 
6-3）参加型灌漑農業のための技術ガイドラインが作成される。 
農民参加型工事に必要な手続きについてガイドライン化を実施中

である。 
6-4）参加型灌漑農業のためのガイドラインがサバナケット県灌漑

農業開発計画に採用される 
総合灌漑農業開発計画（IIADP）は県レベルで作成されるのではな

く、郡レベルで作成される3ことから、アウトプット 6 の指標とし

ては不適切である。 
 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：サバナケット県において参加型水管理による灌漑農業開発のための政府職

員、農家組織の能力が強化される 
 

指標 1 は調査時点では下記のとおりプロジェクト目標の指標としては適切ではないと判断され

るが、プラスの要素も見込まれた。指標 2 に関しては、プロジェクト終了時までに達成する見込

みは低いと判断される。 
指標 1 
「参加型水管理による灌漑農業開発指

針」が研修マニュアルと併せてサバナケ

ット県の「総合灌漑農業開発計画」

（IIADP）に位置づけられる。 

■ IIADP は県ではなく郡により作成される予定で

あることから指標を変更する必要がある。 
■ プロジェクト期間終了またはマニュアルの作成

完了までにマニュアルの活用に関し関係機関と

の協議を予定している。 
指標 2 
モデルサイトにおけるコメを含む作物

の生産量が 15％増加する。 

■ 中間レビュー時点で野菜の生産量は 2％増加し

たと推定される4。 
■ 2012 年 9 月に水稲栽培の改善に係る技術移転を

開始したことから、プロジェクト終了時までに

コメを含む作物生産量が 15％まで増加する見

込みは低い。 
 
 

                                                        
3 地方自治体の役割を規定した首相令（Ordinance on the pilot project to transform provinces into strategic units, districts into fully 

well-developed units and villages into development units, 2012 年 6 月） 
4 比較可能な農家 13 戸について野菜栽培の増減を調査した結果、2 年の間に 13 戸中 9 戸が栽培面積を増やし、4 戸が野菜栽

培面積を減らしていた。野菜の面積が増加した 9戸中 3戸は 2年前の乾期には野菜を栽培していなかった農家である。2010/11
年乾期作における 13 戸の合計面積はは 2.079 ha であったのが 2 年後の乾期には 3.081 ha となり、1ha の増加が認められる。

この増加がプロジェクトの影響によるとするか否かプロジェクト対象外の地区との比較が必要である。しかし、一般に野菜

は出荷量がわずかに増えても市場価格が大暴落する傾向があり、この期間にサバナケットで野菜価格の暴落は記録されてい

ないようである。したがって、この 1ha の増加はプロジェクト対象で特異的に起きたものと思われる（営農専門家報告書）。 
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■ モデル農家、一般農家それぞれ毎年 2％増加す

ると仮定すると、プロジェクト終了時までのコ

メを含む作物生産量は 10％の増加が見込まれ

る。 
 
３－５ 上位目標の達成状況 

上位目標：南部メコン川沿岸地域の他の灌漑地域において参加型水管理による灌漑農業開発が

採用される 
    
以下のとおり、現時点においてプロジェクト終了後のコメを含む作物生産量の 15％の増加の見

込み有無は関係者間で見解が分かれている。また、ガイドラインの他地域拡大については、C/P
側の強い意欲が確認されつつも、具体的な 20 の灌漑地域への拡大については検討が必要との結

論に至った。 
指標 1 
サバナケット県におけるコメ

を含む作物の生産量が 15％増

加する。 

■ ラオス政府による開発重点地域としてサバナケット県の

優先度が高いことから、プロジェクト終了後 3 年までに

コメを含む作物生産量は 15％の増加が可能との意見もあ

るが実態としては農地面積の減少及び収量が比較的低い

タイ米種の大規模栽培の増加により、作物生産量増加率

15％という数値は高すぎるといえる。 
指標 2 
南部メコン川沿岸地域におい

て参加型水管理による灌漑農

業開発の取り組みが 20 の灌漑

地域で採用される（他 4 県）。 

■ サバナケット県内での参加型水管理による灌漑農業開発

の状況また同様にメコン川沿岸地域の状況から、マニュ

アルが広く灌漑地域で採用されると見込まれる。 
■ 20 の灌漑地域までの拡大については要検討。 
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第４章 プロジェクト実施体制 
 
４－１ 報告システム 

プロジェクト（日本側）は以下のとおり JICA ラオス事務所に対し報告を行っている。 
① 半年ごとのプロジェクト管理概要表の提出 
② 総括による半年ごとの進捗報告書及び事業完了報告書提出 
③ 長期専門家による業務完了報告書提出 
④ 短期専門家による業務完了報告書提出 
JICA ラオス事務所及び JICA 本部はこれら報告書、日本人専門家や C/P との議論を通じプロジ

ェクトの進捗を把握し、必要に応じ支援を行っている。 
 
４－２ 合同調整委員会（JCC） 

JCC はプロジェクトの最高意思決定機関として 2011 年 7 月 15 日に第 1 回会合が開催され、①

パイロット郡及びコミューンの選定、②プロジェクトの活動、③PDM Ver.2 の第 2 回 JCC におけ

る改訂について承認された。 
 
４－３ プロジェクト管理ユニット（PMU）会議 

PMU 会議は 3 カ月ごとに開催され、プロジェクト活動の進捗をモニタリングし、次期の活動計

画を協議のうえ、確定している。 
 
４－４ タスクフォース会議 

DOI のプロジェクトマネジャーの主催によりタスクフォースが設置され、プロジェクト実施の

モニタリング、方向性の確定を目的にタスクフォース会議が開催されている。タスクフォース会

議では DAFO と 2 つの対象郡からの農民代表が情報を交換し、経験を共有できる場となっている。 
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第５章 評価 5 項目による評価 
 
５－１ 妥当性 

以下の要因から妥当性は「極めて高い」と評価される。 
 

５－１－１ 社会的ニーズ 
サバナケット県の人口は 80 万人、耕作面積は 25 万 8,900ha、貧困率は南部 5 県のなかでも

最も高く 36％であり、郡内の貧困世帯が 50％にも及ぶ郡を最も多く抱える県である。作物収

量は可能数値よりも低く、種類も少なく、半自給農業というレベルである。農業生産の課題と

して、季中の作物品質の低さ、不適切な灌漑カバレッジによる限定的な地域での作付け、低収

量、限定的な作物の種類、低収入、及び高い生産、交通、マーケティングコストが挙げられる。

多くの灌漑スキームは設計に不備があるうえ、建設から 15 年以上経過しており老朽化が激し

い5。かかる社会のニーズにプロジェクトは応えている。 
 

５－１－２ 政策の優先度 
（1）「灌漑法」（The Irrigation Law、2013 年 2 月） 

「灌漑法」は 2013年 6月に発令され、灌漑事業の調査から維持管理までの PAFO、DAFO、

WUA の役割を明文化している6。なかでも、PAFO は中～小規模灌漑の技術的な調査、設

計、施工管理に関する責任7、DAFO は全規模の灌漑施設管理及び使用に関する監督責任8が

明記されるなど、PAFO、DAFO の担うべき役割が重要性を増していることが明確である。

今後プロジェクトでは、「灌漑法」に則した活動内容の変更と参加型灌漑に関する確立し

たコンセプトをもち、「灌漑法」との整合性を確保する必要がある。 
 

（2）地方分権化に関する首相令（Prime Minister’s Ordinance for Decentralization、2012 年 6 月） 
ラオス政府は地方分権化を促進するなかで、「3 つの柱（Three Pillars）」と呼ばれる、県、

郡、村の責任と権利の範囲を首相令において規定した。なかでも、同令は各郡における開

発計画策定の権利を明記しており、県から郡に総合灌漑農業開発計画（IIADP）の策定業

務が移行したことも同令を反映したものである。この動きに沿って、プロジェクト目標の

指標を変更する必要がある。 
 

（3）灌漑施設管理移転（Irrigation Management Transfer：IMT）と参加型灌漑管理（Participatory 
Irrigation Management：PIM） 
農林省は 1996 年に IMT を導入し、数多くの灌漑スキームは WUA/WUG に移譲された。

その後 10 年の経験を踏まえ、参加型灌漑管理（PIM)を導入し、IMT を改善する取り組み

                                                        
5 Report and Recommendation of the President to the Board of Directors(ADB) Project Number: 44138 May 2013, Proposed Loan Lao 

People’s Democratic Republic: Greater Mekong Subregion – East West Economic Corridor Agriculture Infrastructure Sector Project 
（http://www.adb.org/projects/44138-022/main） 

6 プロジェクトによる灌漑法英語仮訳 
7 灌漑法第 38 章 
8 灌漑法第 40 章 
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が行われている。PIM では、農家の灌漑施設の所有は認めない一方で、運営管理の責任を

農家の能力に応じて移譲するものであり、補修と維持管理の責任の範囲は共同運営同意書

に基づいて定められることになる。プロジェクトでは対象地域において、PIM を基本とし

た参加型灌漑農業を促進しており、農林省の政策と高い整合性が認められる。 
 

５－１－３ 日本国の援助政策・JICA の援助実施方針との整合性 
わが国の対ラオス国国別援助計画（2012 年 4 月）では、農業セクター振興、農民の所得向上

による地方格差是正のための灌漑事業等による生産性向上、換金作物栽培促進支援を方針とし

ている。また、事業展開計画では PIAD は「農業農村開発及び農水産行政強化プログラム」の

一環としての位置づけであり、これら日本の援助政策、援助実施方針と本プロジェクトの整合

性は高い。 
 

５－１－４ ターゲットグループのニーズ 
灌漑開発と商品作物の地形的な適切性を踏まえ、サバナケット県はラオス政府の参加型 PIM

手法を導入した灌漑開発の重点地域となっている。DOI は本プロジェクトを PIM の最初のモデ

ルであると認識しており、本プロジェクトを通じ得た実務経験を他の南部メコン川沿岸地域へ

普及することを期待している。 
DAEC はラオス政府による地方分権化の推進のなか、普及の視点からは政策の施行が不十分

であると認識している。また DAEC は 2012 年に組織を再編成したばかりであり、人員配置や

普及技術（マニュアルなど）の開発に係る取り組みは途上にある。かかる状況を踏まえ、本プ

ロジェクトは DAEC の参加型灌漑農業の実際的なモデル構築のニーズに合致している。 
PAFO と DAFO 職員に関しては、灌漑建設の調査から運営管理（Operation of Maintenance：

O&M）までの基礎技術に係る能力強化及び WUA/WUG と農家組織の運営管理支援の経験習得

のニーズがある。さらに新たな灌漑法では、PAFO と DAFO は灌漑開発のプロセスにおいて事

業化調査（F/S）から建設、O&M までの責任を任されている。本プロジェクトでは政府職員と

農民組織の能力強化を目的としており、すべてのプロジェクト活動と目的は、彼らのニーズと

の整合性が高い。 
本プロジェクトの詳細計画策定調査において農家は水路改修の知識、土壌改善、WUA/WUG

運営管理（会計含む）等に関するニーズを示した9が、現在の彼らのニーズとしては、主要幹線

水路、第 2 水路、末端水路の荒廃に伴い、これら施設の改修に焦点が置かれている。本プロジ

ェクトではこうしたニーズに応えるべく、優先的に水路の建設/改修に取り組んできたが、PIM
モデル構築の手段としてのプロジェクトの支援範囲について協議が行われている。 

営農に関しては、農家は肥料の使用方法、種子選定方法、新たな栽培方法に関して学びたい

という意向を示している10。本プロジェクトは、こうした作物栽培の新たな技法を習得したい

との農家の意識に働きかけるきっかけとなっていると推測できる。 
洪水災害による支援のニーズに対し、本プロジェクトでは柔軟に対応し主要幹線水路と第 2

水路の建設と改修を PDM に含めたことも妥当性を高める結果となった。 
  
                                                        
9 詳細計画策定調査報告書（2010 年 11 月） 
10 中間レビュー調査農家向け質問票への回答結果（2013 年 6 月） 
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５－１－５ 技術移転の手法の適切性 
本プロジェクトでは、灌漑に係る調査手法、設計、建設/改修、水路維持管理の技術は専門家

による OJT を通じて技術移転されている。プロジェクトではまた、技術交流プログラムを実施

し、PAFO と DAFO 職員の知識向上を図っている。数名の C/P は本邦研修に参加し、参加型灌

漑管理の概念を学ぶ機会を得、専門家は水路建設と維持管理の基礎知識から技術移転を開始し、

WUA/WUG により習得されている。 
営農に関しては、本プロジェクトによりモデル農家が設置され種子の配布や専門家による指

導を受け、他の農家の手本となることをめざしている。モデル農家に設置された展示圃は、現

在一般の農家のモデル圃場として活用されており、カスケード方式の技術移転が進んでいる。 
 
５－２ 有効性 

以下の要因から有効性は「中程度」と評価される。 
 

５－２－１ プロジェクトの達成見込み 
上述のとおりプロジェクト目標の達成状況の見込みは 2 つの指標によって異なる。指標 2 に

関しては、15％の作物生産量の増加は実現困難であると推測されるが、一定の増加は見込むこ

とができる。一方で、近い将来、IIADP は PAFO ではなく DAFO によって策定される予定であ

るものの、政府関係機関はモデルサイト以外のサバナケット県内外の地域への「参加型水管理

による灌漑農業開発ガイドラン」の普及方法を協議する予定であり（指標 1）、プロジェクトの

成果拡大への意向は強い。 
プロジェクト目標の達成と 6 つのアウトプットの論理的整合性は現在もとれていると考えら

れるが、いくつかのアウトプット指標が不明確で、かつ営農の組織強化の活動が 2012 年 9 月

に開始したばかりであることから、プロジェクト目標の達成が各アウトプット達成により見込

まれるか否か、因果関係を明示することは現在の指標からは困難である。指標の改訂が求めら

れる。 
 
５－３ 効率性 

以下の要因から効率性は「やや低い」と評価される。 
 

５－３－１ 各アウトプットの達成状況 
上述のとおり、アウトプット 1 は既に達成され、2,100 名にのぼる農民が灌漑活動に参加し

た（アウトプット 4）点も大きな成果といえる。2011 年にサイブリ郡は大規模な洪水により被

害を受け、本プロジェクトは PAFO と DAFO と農民に対する支援として被災したモデルサイト

の主要及び 2 次幹線水路の建設と改修などを柔軟に実施した。この出来事は活動の進捗を遅ら

せたものの、農民のプロジェクト活動参加への意欲が高まるきっかけともなった。 
営農に関しては、開発された営農類型を導入する農家（モデル農家）は着実に増加している

（アウトプット 5）。しかし、末端水路の整備など主要幹線水路と 2 次幹線水路を合わせても、

目標値の半分にも達していないアウトプット指標もある（アウトプット 4）。 
このほか、水利費の回収率や PAFO、DAFO、農家の理解度テストのスコアなど収集できてい

ない数値がある（アウトプット 2、3、4、5）。C/P と WUA/WUG が徐々に参加型水管理の意味
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と重要性を認識しつつあることは日本人専門家の日常業務を通じた観察、調査団によるインタ

ビュー、質問票への回答等からも確認されており、能力の向上を測るためより適切な指標を設

定する必要がある。 
 

５－３－２ 投 入 
（1）日本側 

日本人専門家の投入に関し、予定されていた長期専門家 1 名の派遣を複数の短期専門家

の派遣に変えるなど、適時適切な分野への派遣が実施されている。 
機材供与と現地業務費は計画どおり投入され、本邦研修及び第三国研修も計画どおり実

施された。 
 

（2）ラオス側 
ラオス政府は DOI、DAEC、PAFO、DAFO レベルで C/P を配置しているが、日本人専門

家とともにプロジェクト活動を実施するうえで、実務的に限られた数の C/P 配置となって

おり、アウトプット 5 以外のアウトプット達成のため、C/P を追加配置することが求めら

れている。 
 
５－４ インパクト 

既に幾つかのプラスのインパクトが発現している。 
 

５－４－１ 上位目標の達成見通し 
上述のとおり、サバナケット県におけるコメを含む作物の生産量が 15％増加する見込みは低

いと推察される（指標 1）一方で、参加型水管理による灌漑農業を導入させたいとするラオス

側関係者の意欲は強い（指標 2）。ただし、参加型水管理による灌漑農業開発の取り組みを採用

する灌漑地域がラオス政府の予算のみによって 20 に到達するかは課題が残り、検討を要する。 
 

５－４－２ 社会、環境面へのインパクト 
本プロジェクトの 4 つのモデル地域で大規模な洪水が発生した際に、JICA による農民へのイ

ネ種子譲渡に加え、本プロジェクトによって主要幹線水路の改修支援が行われた。種子譲渡時

には、譲渡した種子を回転資金として管理し、農家グループの運営に活用するようプロジェク

ト側から働きかけがなされた。現在でも上記イネ基金は洪水等の被害を農家が受けた場合の短

期ローンとして機能している。 
本プロジェクトを通じ、生産コスト削減と健康で環境にやさしい商品の生産のために、有機

肥料の研修が実施された。このような研修によって、農家による市場志向の付加価値のある作

物開発へつながることが期待される。 
 

５－４－３ ネガティブインパクト 
本調査中にプロジェクトからのマイナスのインパクトは確認されなかった。 
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５－５ 持続性 

以下の要因から持続性は「中程度」と評価される。 
 

５－５－１ 政策面 
2013 年に発令された「灌漑法」では灌漑運営管理に係る PAFO と DAFO の役割が明記され、

かかる機関の重要性は増している。プロジェクト期間終了後も IMT 計画の改善プロセスの一環

として参加型灌漑運営管理が継続的に促進される見込みである。 
 

５－５－２ 組織面 
「妥当性」の項目で述べたとおり、「灌漑法」と PIM の促進により、DOI はプロジェクトの

参加型灌漑農業のモデルに係る知識と経験を蓄積している。また、将来的に南部メコン川沿岸

地域において本プロジェクトのモデルとしての普及が期待されている。普及のためのツールで

ある「参加型灌漑農業開発のためのガイドライン」案の作成に加え、将来の普及を確固たるも

のとすべく、現在 DOI で実現に向け協議中である。 
また DOI、PAFO、DAFO、農民を結ぶコミュニケーション機能はプロジェクトがタスクフォ

ースを構築するまで存在していなかった。タスクフォース会議の開催を通じ、プロジェクトは

参加型灌漑農業開発に必要な住民と行政をつなぐモデルを形成している点は組織面における

持続性のプラスの要素として提示したい。 
一方、PAFO と DAFO の人材不足は明らかであり、今後、農民組織強化のためのプロジェク

ト活動が本格的に始動するにあたり、より一層深刻化するであろう。プロジェクト期間終了後

も各機関において人材に係る課題は残ることが懸念されている。 
 

５－５－３ 財政面 
PAFO は政府による補助金制度を活用し、灌漑用ポンプの修繕費用を拠出している11。しかし、

すべての主要幹線水路、2 次幹線水路、末端水路のポンプ交換費用や参加型の建設作業費用を

維持するには不十分である。 
 

５－５－４ ターゲットグループのオーナーシップ 
PAFO、DAFO の参加型水路建設・改修作業に関する個々の職員のオーナーシップは高いもの

の、C/P の数が極めて限られている点が今後の持続的な拡大をめざすうえで大きな障壁となっ

ている。営農に関しては C/P のオーナーシップは比較的高い。また、参加型水路建設/改修作業

を通じ、モデルサイトの農民は参加することの重要性を認識し始めている。今後、本プロジェ

クトのマネジメント研修等の活動を通じ、WUA/WUG がさらに強化されれば、参加型水路維持

管理の持続性は保たれるであろう。 
 

５－５－５ 知識と技術 
本プロジェクトでは低コストかつ簡易な技術による水路建設を導入しており、農民は困難な

く技術を習得している。また、プロジェクトはもともと農民がもつ営農の経験を基に、作物栽

                                                        
11 2012 年度は 19 億キップをかけ 98 台のポンプのうち、19 台を修理した。ポンプは非常に老朽化しており、毎年 10～30 億

キップがこうした修理費に使われ、2011 年の洪水時は 200 億キップを DOI が供出した（PAFO 灌漑局聞き取り）。 
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培に係るさらなる知識と技術の伝達を行っている。ターゲットグループの参加型灌漑農業の能

力は包括的に向上しているといえ、その持続性が認められる。 
 

５－５－６ 経済面 
スタディーツアーやセミナーへの参加を通じ、市場の需要を把握し、市場へのアクセスが確

保されれば、商品作物の栽培によって収入が向上するということをモデル農家は理解しつつあ

る。特にサバナケット県のチャンポン郡は商業用コメ生産の重点地域であり12、商業ベースの

農業による経済効果の利益が対象地域の農家にはあるといえる。また本プロジェクトでは農民

がそのような機会を得ることができるように知識と技術の習得を支援している。 
 

                                                        
12 チャンポン郡は先ごろ開始されたタイ資本によるタイ米の生産、輸出プロジェクトの対象地域にも選定されている。 
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第６章 結 論 
 

本プロジェクトはラオスにおいて初めての PIM モデルとして認識されているとともに、「参加

型灌漑農業開発」の実践的なモデル構築という高い目的を掲げている。プロジェクトの目的とそ

の手法は農家に徐々に理解され、また中央、県、郡の政府職員も参加型灌漑農業開発における自

身の役割を徐々に認識し果たしつつある。こうした点は高い妥当性と持続性の政策面や組織面で

のプラスの要因として 5 項目評価結果につながった。 
また、本プロジェクトは 2011 年の大洪水や 2012 年の病虫害発生による被害への対応を余儀な

くされた。これらは外部条件リスクとして PDM にも記載された事象であり、アウトプットの達

成状況が計画よりも遅れた要因である点は改めて明記する必要がある。プロジェクトは今後、新

たな「灌漑法」に基づき、関係者の灌漑に係る役割と責任の変化をかんがみつつ、そのデザイン

を柔軟に変える必要がある。また、C/P 人員の不足状態が続くなか、プロジェクト目標を確実に

達成するために、限られた資源をプロジェクト後半に効果的かつ効率的に投入することがプロジ

ェクトに求められている。 
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第７章 提 言 
 
７－１ プロジェクトへの提言 

（1）PAFO/DAFO、WUA/WUG、PG（生産者組合）のキャパシティ・ビルディングがプロジェ

クトの主目的であり、同目的が政府の方針、農民のニーズに合致していることを確認。また、

灌漑（成果 4→成果 2）に比べ、組織強化（成果 3→成果 4）、営農（成果 5→成果 3）の活動

が遅れているが、両分野に対する農民ニーズは徐々に高まっており、両分野の活動促進が必

要。 
 
（2）持続性の観点から、「灌漑法」に書かれている PAFO/DAFO の役割に基づきつつ、徐々に

プロジェクト活動を PAFO/DAFO に移管する必要がある。具体的な役割分担例は、以下のと

おり。 
・主/2 次幹線の改修：PAFO/DAFO が主体的に修理箇所、業務量、業務計画、予算申請を

行い、実施する。PIAD プロジェクトは技術的・資金的支援を中心とする。 
・末端水路：DAFO が業務計画、予算申請を行い、PIAD は資材調達に係る材料費を支援

する。 
また、PIAD は各 C/P の詳細な業務内容を示す必要がある。 

 
（3）評価チームは、PIAD モデルとは以下の条件を有する地区であることを認識。 

① 管理・灌漑施設の維持管理が可能な水利組合が存在 
② 高収益作物を栽培・販売できる生産部会が存在 
③ 灌漑農業を実践するための適切なレベルの施設を有する 
④ 水利組合・生産部会を支援する県・郡・村の職員が存在する 

 
（4）プロジェクトは、PAFO/DAFO、WUA/WUG、農民が PIAD モデルとなることをめざし、対

象全 5 地区で活動中である。しかし、これはチャレンジングな目標であり、今後、特に灌漑

分野は特定地区に活動を集中させ、特定地区の灌漑施設を包括的に改善することが必要であ

る。 
 
（5）PIAD の活動は本来灌漑スキーム内とすべきだが、多くの農民がスキーム外に土地を有し、

そこでコメ以外の高付加価値作物を作っており、スキーム外も対象とする必要がある。末端

水管理ができない現状では、高付加価値作物は灌漑スキーム外で栽培する方が適当である。 
 
（6）プロジェクトの成果である PIAD ガイドラインは、プロジェクトの経験・知識を一般化し

たものでなければならない。プロジェクト活動の効率的な実施のため、ガイドラインの枠組

み・作成スケジュールについて関係者とできるだけ早く合意する必要がある。また、ガイド

ラインは、必要な関係者を巻き込んで、参加型で作成しなければならない。 
 
（7）「灌漑法」により DAFO の責任が増加したことで、DAFO スタッフのキャパシティ・ビル

ディングはより重要になっている。技術研修に加え、DAFO スタッフと専門家の円滑なコミ
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ュニケーションのため、英語やコンピュータといった基礎スキル研修の提供も検討する必要

がある。 
 
７－２ ラオス政府への提言 

（1）灌漑ポンプの能力低下により、南部メコン川沿岸地域で灌漑面積の減少がみられており、

早急な取り組みが必要である。4 つの PIAD 対象地区も同様の問題を抱えているため、他の

インフラ改善プロジェクトとの連携によるポンプの改修を模索する必要がある。 
 
（2）参加型灌漑管理と営農活動において研修センターは不可欠であり、KM35 は同目的に活用

し得る施設である。センターは改修が終わって間もないため、高価な機材を導入する前に維

持管理やプロジェクト予算残額を十分検討する必要がある。 
 
（3）PIAD 実施中/後の C/P 不足解消のため、Pre-Official 職員の巻き込みを要検討。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M：合同評価報告書） 
 

２．PDM Ver.2（英・和） 
 
３．PDM Ver.3（英・和） 
 
４．PDM変更に係るコンセプト 
 
５．PO 
 
６．評価グリッド調査結果表 
 
７．現地収集資料リスト 
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